第４号様式（第13条関係）
年　　月　　日
公益財団法人東京観光財団　
理　事　長　殿

	申請者住所（法人の場合、本店所在地）

	
	

	氏名（法人の場合は商号または名称及び代表者）

	
	

	観光施設所在地

	
	

	観光施設名称

	
	


観光施設の国際化支援補助金に係る事業（変更・中止）申請書
年　　月　　日付　公東観産観第　　号で交付決定を受けた観光施設の国際化支援補助金に係る事業の内容を下記のとおり（変更・中止）したいので申請します。 
記
１　変更する事業の内容等 
  　別紙補助事業変更計画書のとおりです。
２　（変更・中止）年月日
年  　月  　日

３　理由
４　変更承認申請書添付書類（変更の場合）
(1) 申請の内容が分かるもの

(2) 積算内訳書又は見積内訳書　　
	（担当者）
	

	法人名：
	

	所属：
	

	住所：
	

	電話番号：
	

	FAX番号：
	

	Ｅ－ｍａｉｌ：
	

	担当者名：
	


別紙１　　　※記載事項に変更がない場合は添付不要
※複数の事業を実施する場合は、事業ごとに補助事業企画書を御提出ください。
補　助　事　業　企　画　書　（変更後）
（１）事業詳細
	施設の種別
	１　登録博物館
	２　博物館相当施設
	３　その他

	事業区分※1
	１　多言語対応の改善・強化　２　情報通信技術の活用
３　国際観光都市としての標準的なサービスの導入　　
４　安全・安心の確保※２　　　５　混雑回避等の取組　　 

	事業内容
	

	今回申請する事業の具体的な内容
	

	実施場所
	

	実施時期
	　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	今回申請する事業により期待される効果
	

	事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社ではない。　□
事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社である。　□別途理由書(様式任意)を提出

	国・都・区市町村等の補助金活用状況
	活用なし□　・　活用あり（申請予定含む）□

※本補助金は、他の補助金等の補助制度の対象となった経費は申請できません。


※１　事業区分には、要綱別表１補助事業の１から５までの中から該当する項目に○印を付けてください。
※２　安全・安心の確保の事業のうち、施設のバリアフリー化の交付申請をする場合は、別紙３バリアフリー補助事業計画書をあわせ
て提出してください。
（２）経費明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）
	総事業費(A)
	補助事業に要する経費(B)
	寄付金その他の収入(C)
	交付申請額
(D)=(B-C)×1/2

	
	経費内訳
	金　　　額
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計額
	
	
	


※ 交付申請額は、1,000円未満の端数金額を切り捨てて記入してください。

※ 補助対象経費は消費税及び地方消費税相当額を除いてください。
（３）　交付申請額
　　金　　　　　　　円（今年度の既交付決定額　金　　　　　　　円）


捨印





（実印）





 





登録印





（実印）





 





東京観光財団記入欄





財団記入欄





東京観光財団記入欄





東京観光財団記入欄





東京観光財団記入欄








